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(57)【要約】
【課題】　その目的とするところは液体用紙容器として
の性能を備え、使用後の液体用紙容器を簡単に解体でき
、廃棄しやすくした液体用紙容器を提供することである
。
【解決手段】　厚さ方向にポリオレフィン系樹脂層、紙
層、中間層、接着性樹脂層を備えた積層体で構成され、
前面板と後面板と両側面板が連接状態の筒状の胴部と、
前記前面板と前記後面板と前記両側面板に連接状態の頂
部形成板で前記胴部の上端を閉塞する頂部と、前記前面
板と前記後面板と前記両側面板に連接状態の底部形成板
で前記胴部の下端を閉塞する底部からなるゲーベルトッ
プ型の液体用紙容器であって、前記紙層は傷を有し、前
記中間層はバリア層と基材層を備え、前記基材層が手切
れ性フィルムであることを特徴とする液体用紙容器であ
る。
【選択図】　　　　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
厚さ方向にポリオレフィン系樹脂層、紙層、中間層、接着性樹脂層を備えた積層体で構成
され、前面板と後面板と両側面板が連接状態の筒状の胴部と、前記前面板と前記後面板と
前記両側面板に連接状態の頂部形成板で前記胴部の上端を閉塞する頂部と、前記前面板と
前記後面板と前記両側面板に連接状態の底部形成板で前記胴部の下端を閉塞する底部から
なるゲーベルトップ型の液体用紙容器であって、
前記紙層は傷を有し、
前記中間層はバリア層と基材層を備え、前記基材層が手切れ性フィルムであることを特徴
とする液体用紙容器。
【請求項２】
前記傷が前記前面板、前記後面板、及び前記両側面板を跨ぎ、前記胴部の全周に延びる線
状に設けられていることを特徴とする請求項１に記載の液体用紙容器。
【請求項３】
前記胴部の両側面板及び前記両側面板に連接する前記頂部の頂部形成板の中央部にそれぞ
れ、前記胴部を折り畳むための胴部折線及び前記頂部を折り畳むための頂部折線が設けら
れていることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の液体用紙容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、日本酒、ワイン、焼酎等の酒類、コーヒー、乳飲料、ジュース、お茶等の液
体飲料類等の包装に使用されるゲーベルトップ型の液体用紙容器に関し、特に使用済みと
なった液体用紙容器を廃棄する際、容易に解体できるゲーベルトップ型の液体用紙容器に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、日本酒、ワイン、焼酎等の酒類、コーヒー、乳飲料、ジュース、お茶等の液体飲
料類等の包装にゲーベルトップ型の液体用紙容器が広く使用されている。このような液体
用紙容器は、積層体からなり、内容物の酸化劣化、味覚の低下を防止するため、アルミニ
ウム箔層、アルミニウム蒸着層、無機酸化物蒸着層等のバリア層を設けた構成が知られて
いる（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　近年、環境問題の高まりから使用後の空容器の廃棄に際し、容器の種類ごとの分別や、
容器の減容化が行われるようになり、空容器は解体されるようになった。特にゲーベルト
ップ型の液体用紙容器は、通常、頂部の頂部形成板に液体内容物を注出するための注出用
口栓が固着されており、注出用口栓は容易に分離することができなかった。注出用口栓を
分離するために先ず頂部の頂部接着部を開口し、次に注出用口栓の固着された側の頂部形
成板を鋏等で切って注出用口栓の周囲を切り注出口栓を頂部形成板から切り取るという分
離操作が行われていた。
【０００４】
　しかしながら、その分離操作は手間がかかり面倒なものであり、さらにゲーベルトップ
型の液体用紙容器の頂部接着部は液体内容物の漏れを防止するために高温高圧により強固
に熱接着されており、頂部接着部を手で開口することが困難なことがあった。
【０００５】
　そこで、胴部のサイドシール部の重ね合わせた外面側の容器本体形成用シートの端部に
易剥離性のテープ状フィルムで形成されたプルタブにより胴部の側面板を切り破ってきっ
かけを設け、当該きっかけより解体できるようにした液体用紙容器が開示されている（例
えば、特許文献２参照）。しかし、特許文献２に開示された液体用紙容器では、易剥離性
のテープ状フィルムが余分に必要となり、また、胴部のサイドシール部が、易剥離性のテ
ープ状フィルムが介在するために安定したシールができないことがある。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－３２１４９５号公報
【特許文献２】特許第３８４３５１０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで本発明の目的は、上記問題点を解決するためになされたものであり、液体用紙容
器としての性能を備え、使用後の液体用紙容器を簡単に解体でき、廃棄しやすくした液体
用紙容器を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、上記課題を達成するために、請求項１に記載の本発明は、厚さ方向にポリオ
レフィン系樹脂層、紙層、中間層、接着性樹脂層を備えた積層体で構成され、前面板と後
面板と両側面板が連接状態の筒状の胴部と、前記前面板と前記後面板と前記両側面板に連
接状態の頂部形成板で前記胴部の上端を閉塞する頂部と、前記前面板と前記後面板と前記
両側面板に連接状態の底部形成板で前記胴部の下端を閉塞する底部からなるゲーベルトッ
プ型の液体用紙容器であって、前記紙層は傷を有し、前記中間層はバリア層と基材層を備
え、前記基材層が手切れ性フィルムであることを特徴とする液体用紙容器である。
【０００９】
　また、請求項２に記載の本発明は、請求項１に記載の液体用紙容器において、前記傷が
前記前面板、前記後面板、及び前記両側面板を跨ぎ、前記胴部の全周に延びる線状に設け
られていることを特徴とするものである。
【００１０】
　また、請求項３に記載の本発明は、請求項１または請求項２に記載の液体用紙容器にお
いて、前記胴部の両側面板及び前記両側面板に連接する前記頂部の頂部形成板の中央部に
それぞれ、前記胴部を折り畳むための胴部折線及び前記頂部を折り畳むための頂部折線が
設けられていることを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１１】
　以上のように本発明によれば、液体用紙容器としての性能を備え、使用後の液体用紙容
器を簡単に解体でき、廃棄しやすくした液体用紙容器とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係る液体用紙容器の一実施形態を示す斜視図である。
【図２】本発明に係る液体用紙容器の一実施形態の積層体例を示す断面図である。
【図３】本発明に係る液体用紙容器の一実施形態のブランクを示す平面図である。
【図４】本発明に係る液体用紙容器の一実施形態の作用を示す説明図である。
【図５】本発明に係る液体用紙容器の一実施形態の作用を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　上記の本発明について、図面等を用いて以下に詳述する。
　図１は本発明に係る液体用紙容器の一実施形態を示す斜視図、図２は本発明に係る液体
用紙容器の一実施形態の積層体例を示す断面図、図３は本発明に係る液体用紙容器の一実
施形態のブランクを示す平面図、図４、図５は本発明に係る液体用紙容器の一実施形態の
作用を示す説明図であり、図中のＡは液体用紙容器、Ａ’は空の液体用紙容器、Ｂはブラ
ンク、Ｃ、Ｃ’は積層体、Ｄは傷、１はポリオレフィン系樹脂層、２は紙層、３、５は接
着層、４は中間層、４ａは基材層、４ｂ、４ｃはバリア層、６は接着性樹脂層、１０、１
０’は胴部、１０ａは胴部折線、１１は後面板、１２、１４は側面板、１３は前面板、１
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５は接着板、２０、２０’は頂部、２０ａは頂部折線、２１、２２、２３、２４は頂部形
成板、２５は注出口栓取付孔、２６は注出口栓、２７、２７’は頂部接着部、３０は底部
、３１、３２、３３、３４は底部形成板をそれぞれ示す。
【００１４】
　図１は本発明に係る液体用紙容器の一実施形態を示す斜視図である。本発明の液体用紙
容器Ａは、図１に示すように四側面からなる筒状の胴部１０と、胴部１０の上端を閉塞す
る切妻型屋根の頂部２０と、胴部１０の下端を閉塞する底部３０と、からなるゲーベルト
ップ型の液体用紙容器である。図１では胴部１０を形成する前面板１３と側面板１２、及
び頂部２０を形成する前面板１３に連接状態の頂部形成板２３と側面板１２に連接状態の
頂部形成板２２が見えている。頂部形成板２３の傾斜面には注出口本体とキャップを備え
た注出口栓２６が取り付けられている。頂部形成板２２は折り込まれて三角状の傾斜面と
なっている。なお、通常、注出口栓２６は設けられるものである。
【００１５】
　図２は本発明に係る液体用紙容器Ａを構成する積層体例を示す断面図であり、図２（イ
）に示すように積層体Ｃは、厚さ方向にポリオレフィン系樹脂層１、紙層２、中間層４、
接着性樹脂層６を備えており、中間層４は基材層４ａとバリア層４ｂから構成されている
。そして、紙層２と中間層４の間、及び中間層４と接着性樹脂層６の間に必要により接着
層３、接着層５を設け積層される。バリア層４ｂとしては防湿性、ガスバリア性を備え、
液体用紙容器Ａに充填される内容物の酸化劣化、味覚低下等を防止し化学的に保護する性
質を備える層であり、バリア層４ｂは、基材層４ａの上に設けられるアルミニウム等の金
属蒸着層や、酸化アルミニウム、酸化珪素等の無機物を蒸着した蒸着層である。図２（ロ
）に示す積層体Ｃ’はバリア層４ｃとしてアルミニウム等の金属箔を用いた例を示し、バ
リア層４ｂと同様の性質を備える。バリア層４ｃは基材層４ａとドライラミネーション法
や押出しラミネーション法で積層されるものである。積層体Ｃの中間層４のバリア層４ｂ
は、紙層２、接着層３側に積層しているが、バリア層４ｂを接着性樹脂層６、接着層５側
に積層することもできる。積層体Ｃ’の中間層４のバリア層４ｃは、紙層２、接着層３側
に積層する方が好ましい。また、図示しないがポリオレフィン系樹脂層１の紙層２側と反
対側の表出面に印刷層を設けることもできる。
【００１６】
　図２に示すように紙層２には傷Ｄが設けられている。傷Ｄは紙層２のみに設けられてお
り、紙層２の一方の面から設けられ、その厚み方向の傷の深さは一方の面から紙層２の厚
さの略１／２以上に至るように設けるのが好ましい。また、紙層２を貫通してもよいが、
この場合には傷Ｄの形状はミシン目とすること好ましい。
【００１７】
　傷Ｄは後述するが使用後、空の液体用紙容器Ａ’（図４参照）の頂部２０と胴部１０を
分離するために設けるものであり、図１において胴部１０と頂部２０が連接される稜線ま
たは近傍に線状で設けることが分離が容易となるので好ましい態様である。
【００１８】
　つぎに本発明の液体用紙容器Ａを作製するための積層体Ｃ、Ｃ’について説明する。表
出面のポリオレフィン系樹脂層１としては低密度ポリエチレンや直鎖状低密度ポリエチレ
ン等の熱接着可能な樹脂が使用される。これらの樹脂を用いて押出しラミネーション法に
より傷Ｄが設けられた紙層２の紙基材の上に積層され、傷Ｄはポリオレフィン系樹脂層１
で覆われる。このように紙層２にのみ、傷Ｄを設けており、バリア層４ｂ、４ｃには傷Ｄ
が入らないので積層体Ｃ、Ｃ’のバリア性が保持される。
【００１９】
　紙層２の紙基材としては２５０～４５０ｇ／ｍ2 の坪量の板紙が使用される。
【００２０】
　接着層３は、紙層２と中間層４を接着させる層であり、低密度ポリエチレン、直鎖状低
密度ポリエチレン、エチレン－αオレフイン共重合体、アイオノマー、エチレン－アクリ
ル酸共重合体、エチレン－メタクリル酸共重合体、エチレン－アクリル酸エステル共重合
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体、エチレン－メタクリル酸エステル共重合体等のポリオレフィン系樹脂が用いられ、押
出しラミネーション法により紙層２と中間層４を積層する。厚さは、通常、１０～５０μ
ｍである。
【００２１】
　中間層４は、基材層４ａとバリア層４ｂまたはバリア層４ｃとからなり、基材層４ａは
手切れ性フィルムが用いられる。
本願発明では、手で引き裂くことが可能なフィルムを手切れ性フィルムと称し、縦方向（
ＭＤ）及び横方向（ＴＤ）の伝播抵抗値が４０ｍＮ以上７５ｍＮ以下の延伸フィルムと定
義する。なお、伝播抵抗値は、日本工業規格（ＪＩＳＫ７１２８）の引裂き強さ試験法に
よる測定値をいう。
手切れ性フィルムとしてはセロファンやポリエステルフィルムが挙げられる。バリア性を
付与させることができるため、特に手切れ性ポリエステルフィルムが好ましく、具体例と
して東洋紡株式会社製のティアファインが挙げられる。バリア層４ｂとしては基材層４ａ
の上に設けられる蒸着層であり、蒸着層は基材層４ａを担体としてその上にアルミニウム
等の金属や、酸化アルミニウム、酸化珪素等の無機物を蒸着することにより設けられる。
また、バリア層４ｃとしては基材層４ａの上に設けられるアルミニウム等の金属箔であり
、その金属箔の厚さは６μｍ～１２μｍである。基材層４ａとバリア層４ｃとしての金属
箔はドライラミネーション法や押出しラミネーション法で積層される。
【００２２】
　接着層５は、接着層３と同じ樹脂を用いて押出しラミネーション法により中間層４と接
着性樹脂層６を積層するためのものであり、その厚さは、通常、１０～５０μｍである。
また、接着層５として接着剤にポリエステルポリオール－イソシアネート系、ポリエーテ
ルポリオール－イソシアネート系、ウレタン－イソシアネート系等の主剤と硬化剤とから
なる２液タイプのドライラミネート用接着剤を用いてドライラミネーション法により積層
することもできる。ドライラミネーション法の場合、接着層５の塗布量は、通常、固形分
重量１～５ｇ／ｍ2 である。
【００２３】
　接着性樹脂層６は、熱接着性樹脂が使用され、低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレ
ン、高密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポリエチレン等の樹脂を用いたフイルムが使用さ
れる。特に環状ポリオレフィン樹脂等を用いた易引裂き性もしくは直線カット性を付与し
たフィルムを用いることが好ましい。接着性樹脂層６の厚さは通常２０～１００μｍであ
り、接着層５の積層方法や内容物等の条件を加味して適宜決定される。
【００２４】
　図３は本発明に係る液体用紙容器Ａの一実施形態のブランクＢを示す外側から見た平面
図である。図３に示すようにブランクＢは、筒状の胴部１０を形成するための後面板１１
、側面板１２、前面板１３、側面板１４及び接着板１５が縦折罫（図３において上下方向
）を介してそれぞれ連接され、それぞれの上端縁には頂部形成板２１、２２、２３、２４
が横折罫（図３において左右方向）を介して連接され、それぞれの下端縁には底部３０を
形成するための底部形成板３１、３２、３３、３４が横折罫を介して連接され、側面板１
２及び側面板１４の中央部には胴部折線１０ａがそれぞれ形成され、胴部折線１０ａは上
から下に向かい縦方向に延びる直線と、下部では当該直線が斜め下に向かって二方向に分
離した斜線とからなる。具体的には側面板１２に形成された胴部折線１０ａの一方の斜線
は底部形成板３２の上端の底部形成板３１側の角に向かい、他方の斜線は底部形成板３２
の上端の底部形成板３３側の角に向かい延びている。側面板１４に形成された胴部折線１
０ａの一方の斜線は底部形成板３４の上端の底部形成板３３側の角に向かい、他方の斜線
は底部形成板３４の上端の接着板１５側の角に向かい延びている。頂部形成板２２、２４
の中央部には縦方向に延びる頂部折線２０ａがそれぞれ形成されている。なお、頂部折線
２０ａ及び胴部折線１０ａは、側面板１２と頂部形成板２２及び側面板１４と頂部形成板
２４を連接する折罫に接せずに少し間隔をあけた状態で形成されている。そうすることに
より液体用紙容器Ａの変形が防止できるので好ましい。
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同様の理由で胴部折線１０ａの下方の斜線も折罫に接することなく少し間隔をあけた状態
で形成されている。胴部折線１０ａ及び頂部折線２０ａは設ける方が好ましく、使用後の
空の液体用紙容器Ａ’の折り畳み操作が容易となる。
【００２５】
　また、図３に示すように頂部形成板２３に注出口栓取付孔２５が設けられている。注出
口栓取付孔２５は、ゲーベルトップ型の液体用紙容器が作製される際に例えばプラスチッ
クを射出成形した注出口栓２６（図１参照）を取り付けるためのものである。注出口栓２
６は必要により取り付けられるものである。
【００２６】
　本発明の液体用紙容器Ａは積層体Ｃ、Ｃ’等を用いて押罫と切刃を備えた抜き型で図３
に示すブランクＢに打ち抜き作製される。折罫や胴部折線１０ａや頂部折線２０ａは打ち
抜く際、押罫により同時に形成される。なお、図３において、折罫は一点鎖線で示し、胴
部折線１０ａや頂部折線２０ａは破線で示している。
【００２７】
　本発明の液体用紙容器Ａを構成するブランクＢの積層体Ｃ、Ｃ’には傷Ｄが横折罫（図
３では左右方向）に平行して直線状に設けられている。傷Ｄは後面板１１、側面板１２、
前面板１３、側面板１４、接着板１５を跨ぎ、ブランクＢを横断して形成されているので
組み立てると図１に示すように液体用紙容器Ａの胴部１０の全周に渡り一周するように設
けられることになる。傷Ｄを形成する位置は胴部１０と頂部２０が連接される位置、すな
わち、後面板１１と頂部形成板２１、側面板１２と頂部形成板２２、前面板１３と頂部形
成板２３、側面板１４と頂部形成板２４を連接する横折罫（以下、頂部形成用横折罫とい
う。）及びそれに連結する接着板１５に形成された頂部形成用横折罫の位置、乃至は当該
頂部形成用横折罫の位置から下方に５０ｍｍ以内の範囲に設けることができる。より好ま
しい位置は頂部形成用横折罫から１５ｍｍ以上離れた位置から３５ｍｍ下方の範囲内であ
る。また、傷Ｄは傷が連続する直線、もしくはハの字状ミシン目形状にするのが好ましい
。ハの字状ミシン目は頂部形成用横折罫に沿って並んで形成され１列乃至３列程度設ける
ことができる。図３に円内部分を拡大して傷Ｄの形成例を示し、（イ）に直線の例、（ロ
）にハの字状ミシン目を２列設けた例を示した。傷Ｄは紙基材にハーフカット加工を施す
ことにより設けることができ、紙層２にポリオレフィン系樹脂層１が積層される前に表出
した面に施すとよい。
【００２８】
　図３に示すブランクＢを、後面板１１と接着板１５とを熱接着して筒状に形成し、その
後、後面板１１、側面板１２、前面板１３、側面板１４を縦折罫で折り曲げて四角筒状の
胴部１０を形成し、底部形成板３１、３２、３３、３４を折罫で折り曲げ熱接着すること
により底部３０を形成し、四角筒状の胴部１０の一方の開口された下端を閉塞する。上端
より内容物を充填した後に、頂部形成板２１、２２、２３、２４を折罫で折り曲げて頂部
２０を形成するとともに頂部形成板２１、２２、２３、２４及び接着板１５の上端に延設
された頂部接着部２７’を熱接着することにより頂部接着部２７（図１参照）を形成し、
胴部１０の上端を閉塞しゲーベルトップ型の液体用紙容器Ａが製造される。頂部形成板２
２、２４には折罫が斜めに形成されているが、これは頂部形成板２２が折罫で折り込まれ
て頂部形成板２１に隣接する三角部分が頂部形成板２１に、頂部形成板２３に隣接する三
角部分が頂部形成板２３にそれぞれ内面同志が重合され三角状の傾斜屋根を形成するもの
である。頂部形成板２４も同様に三角状の傾斜屋根が形成される。
【００２９】
　頂部接着部２７において、内面は接着性樹脂層６同志が相互に対向して熱接着され強接
着とされているので手で開封することが困難な状態とされている。また、頂部形成板２１
、２３に延設された頂部接着部２７’が頂部形成板２２、２４に延設された頂部接着部２
７’より外方に延びて長くなるように設けられており頂部接着部２７の上端は頂部形成板
２１、２３に延設された頂部接着部２７’の内面同志が直接熱接着される構成となってい
る。なお、注出口栓２６は内容物が充填される前の段階で注出口栓取付孔２５に例えば超
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音波シール法等により熱接着し取り付けられる。
【００３０】
　図４、図５は本発明に係る液体用紙容器の一実施形態の作用を示す説明図である。図４
、図５を参照しながら本発明の液体用紙容器Ａの解体手順について説明する。液体用紙容
器Ａ（図１参照）は、先ず、図４（イ）に示す頂部形成板２２の頂部折線２０ａ及び胴部
折線１０ａを内側に折り畳み、頂部形成板２４についても同様に頂部折線２０ａ及び胴部
折線１０ａを内側に折り畳む。
【００３１】
　次いで、図５（ロ）に示すように頂部形成板２２及び頂部形成板２４、並びに、側面板
１２及び側面板１４を頂部折線２０ａ及び胴部折線１０ａにてそれぞれ内方に折り曲げ折
り畳んだ状態とする。底部は図示しないが同様に胴部折線１０ａの下方の斜線近傍に親指
を押し当てて、内方に押し込むことにより畳むことができる。
【００３２】
　一方の手で解体された胴部１０’、他方の手で解体された頂部２０’を掴み、胴部１０
の全周に渡り形成された直線状の傷Ｄを回動軸として図５（ロ）に示すように正転、逆転
の動作を交互に繰り返すことにより、図５（ハ）に示すように直線状の傷Ｄの部分で頂部
２０’と胴部１０’に分離することができる。その後、頂部２０’の注出口栓２６の周囲
を切り取り注出口栓２６を分離する。今まで解体が困難であった液体用紙容器も本発明に
より頂部２０’が簡単に手で切り取ることができるので使用後の空の液体用紙容器Ａ’の
解体及び注出口栓２６の分別収集が容易となった。
【実施例】
【００３３】
　次に、本発明について、実施例を挙げてさらに詳しく説明する。
〔実施例１〕
【００３４】
　紙層２に板紙３８２ｇ／ｍ2 を用い、所定の刃型を備えたカットロールで紙層２の所定
位置にハーフカット加工を行い、傷Ｄを設けた。板紙は巻取を繰り出しながらハーフカッ
ト加工を行い流れ方向に直線状に傷Ｄを設け巻き取った。
【００３５】
　中間層４として厚さ１２μｍの二軸延伸された手切れ性ポリエステルフィルム（東洋紡
株式会社製、ティアファインＴＦ１１０）にアルミニウム蒸着を施したフィルム（以下、
ＶＭＴＯＸという。）を用い、紙層２の傷Ｄを施した面と反対側の面とＶＭＴＯＸのアル
ミニウム蒸着面とを接着層３としてエチレン－メタクリル酸共重合体樹脂を用いＴダイ押
出機により溶融押出しし厚さ２０μｍで設け、サンドラミネーションし、紙層２の傷Ｄを
施した面に低密度ポリエチレン樹脂をＴダイ押出機により溶融押出しし、厚さ２５μｍの
ポリオレフィン系樹脂層１を積層した。なお、紙層２の両面にはアンカーコートを積層時
に施した。
【００３６】
　接着性樹脂層６として厚さ４０μｍの直鎖状低密度ポリエチレン樹脂の無延伸フィルム
を用い、接着層５として低密度ポリエチレン樹脂を用いＴダイ押出機により溶融押出しし
厚さ２０μｍで設け、ＶＭＴＯＸのアルミニウム蒸着面の反対側の面と接着性樹脂層６と
をサンドラミネーションした。なお、ＶＭＴＯＸのアルミニウム蒸着面の反対側の面には
アンカーコート、ポリオレフィン系樹脂層１の表出面には印刷適性を向上させるためコロ
ナ処理を積層時にそれぞれ施し積層体Ｃを作製した。
【００３７】
　その後、積層体Ｃのポリオレフィン系樹脂層１のコロナ処理面に印刷機で傷Ｄが所定位
置になるように見当合わせして絵柄、文字等を印刷を施し、所定の切刃、押罫、胴部折線
１０ａ、頂部折線２０ａを備えた打ち抜き型で打ち抜き、図３に示すブランクを作製した
。なお、直線状に設けた傷Ｄの位置は、後面板１１と頂部形成板２１、側面板１２と頂部
形成板２２、前面板１３と頂部形成板２３、側面板１４と頂部形成板２４を連接する頂部
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形成用横折罫より２０ｍｍ下方の胴部１０側とし、後面板１１、側面板１２、前面板１３
、側面板１４、接着板１５に設けた。
その後、製函機を用いて側面板１２と前面板１３の間に施されたブランクＢの上端から下
端に至る縦折罫（図３の上下方向）及び側面板１４と接着板１５の間に施されたブランク
Ｂの上端から下端に至る縦折罫で折り曲げて接着板１５の外面と後面板１１の内面とをフ
レームで炙り熱接着し、折り畳まれたスリーブ状に製函した。また、接着板１５にはスカ
イブ・ヘミング加工を施しブランクＢの端面が内容物と接することがないように端面処理
を施した。
【００３８】
　そして、製函されたスリーブ状の液体用紙容器を起函させ、注出口栓２６を注出口栓取
付孔２５に取り付け組み立てて図１に示す液体用紙容器Ａを作製した。
【００３９】
〔実施例２〕
　中間層４として厚さ１２μｍの二軸延伸された手切れ性ポリエステルフィルム（東洋紡
株式会社製、ティアファインＴＦ１１０）に酸化珪素を蒸着したフィルムを用いた以外は
実施例１と同様にした。
【００４０】
〔実施例３〕
　中間層に実施例１のＶＭＴＯＸ、接着性樹脂層６として厚さ６０μｍの直鎖状低密度ポ
リエチレン樹脂の無延伸フィルムをそれぞれ用い、先にＶＭＴＯＸのアルミニウム蒸着面
と接着性樹脂層６をウレタン系２液硬化型ドライラミネート接着剤を用いてドライラミネ
ーション法で積層した以外は実施例１と同様にした。
【００４１】
〔実施例４〕
　中間層４として厚さ１２μｍの二軸延伸された手切れ性ポリエステルフィルム（東洋紡
株式会社製、ティアファインＴＦ１１０）に酸化珪素を蒸着したフィルムを用い、接着性
樹脂層６として厚さ６０μｍの直鎖状低密度ポリエチレン樹脂の無延伸フィルムをそれぞ
れ用い、先に中間層４の酸化珪素蒸着面と接着性樹脂層６をウレタン系２液硬化型ドライ
ラミネート接着剤を用いてドライラミネーション法で積層した以外は実施例１と同様にし
た。
【００４２】
〔実施例５〕
　中間層４として基材層４ａに厚さ１２μｍの二軸延伸された手切れ性ポリエステルフィ
ルム（東洋紡株式会社製、ティアファインＴＦ１１０）を用い、バリア層４ｃに厚さ７μ
ｍのアルミニウム箔を用い、ウレタン系２液硬化型ドライラミネート接着剤を用いてドラ
イラミネーション法で積層した。さらに基材層４ａのバリア層４ｃが積層された反対側に
接着性樹脂層６として厚さ６０μｍの直鎖状低密度ポリエチレン樹脂の無延伸フィルムを
用い、ウレタン系２液硬化型ドライラミネート接着剤を用いてドライラミネーション法で
積層した。それ以外は実施例１と同様にした。なお、バリア層４ｃのアルミニウム箔は接
着層３側とした。
【００４３】
〔比較例１〕
　中間層４の基材層４ａに手切れ性を有していない厚さ１２μｍの二軸延伸ポリエステル
フィルム（東洋紡株式会社製、エステルフィルムＥ５２００）を用いた以外は実施例１と
同様にした。
【００４４】
〔比較例２〕
　紙層２に傷Ｄを設けなかった以外は実施例１と同様にした。
【００４５】
　上記で作製した実施例１～５、及び比較例１、２の液体用紙容器について前記解体方法
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数回繰り返すと頂部と胴部に分離することができた。比較例１、２の液体用紙容器では折
り曲げ操作を往復２０回繰り返しても分離不可能であった。
【符号の説明】
【００４６】
　　　Ａ、Ａ’　　　　　　　　　　　　液体用紙容器
　　　Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　ブランク
　　　Ｃ、Ｃ’　　　　　　　　　　　　積層体
　　　Ｄ　　　　　　　　　　　　　　　傷
　　　１　　　　　　　　　　　　　　　ポリオレフィン系樹脂層
　　　２　　　　　　　　　　　　　　　紙層
　　　３、５　　　　　　　　　　　　　接着層
　　　４　　　　　　　　　　　　　　　中間層
　　　４ａ　　　　　　　　　　　　　　基材層
　　　４ｂ、４ｃ　　　　　　　　　　　バリア層
　　　６　　　　　　　　　　　　　　　接着性樹脂層
　　　１０、１０’　　　　　　　　　　胴部
　　　１０ａ　　　　　　　　　　　　　胴部折線
　　　１１　　　　　　　　　　　　　　後面板
　　　１２、１４　　　　　　　　　　　側面板
　　　１３　　　　　　　　　　　　　　前面板
　　　１５　　　　　　　　　　　　　　接着板
　　　２０、２０’　　　　　　　　　　頂部
　　　２０ａ　　　　　　　　　　　　　頂部折線
　　　２１、２２、２３、２４　　　　　頂部形成板
　　　２５　　　　　　　　　　　　　　注出口栓取付孔
　　　２６　　　　　　　　　　　　　　注出口栓
　　　２７、２７’　　　　　　　　　　頂部接着部
　　　３０　　　　　　　　　　　　　　底部
　　　３１、３２、３３、３４　　　　　底部形成板
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